
 

さぬき市小規模事業者経営改善資金利子補給金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、小規模事業者の経営の安定及び発展を図るため、株式会社日

本政策金融公庫（以下「公庫」という。）による小規模事業者経営改善資金融資制

度により借り入れた市内小規模事業者に対し、さぬき市小規模事業者経営改善資

金利子補給金（以下「利子補給金」という。）を予算の範囲内において交付するこ

とについて、さぬき市補助金等交付規則（平成２５年さぬき市規則第２２号。以

下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「小規模事業者」とは、商工会及び商工会議所による小

規模事業者の支援に関する法律（平成５年法律第５１号）第２条の小規模事業者

をいう。 

（交付対象事業者） 

第３条 利子補給金の交付を受けることができる者(以下「交付対象事業者」とい

う。)は、次の各号のいずれの要件も満たす小規模事業者とする。 

(1) さぬき市商工会の推薦を受け、公庫が小規模事業者を対象に行う小規模事業

者経営改善資金融資(以下「マル経融資」という。)を平成２６年４月１日以後

に受けた者であること。 

(2) 市内において１年以上継続して同一事業を営んでいる者（個人にあっては、

１年以上継続して市内に在住している者）であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、市税を完納していない者は、交付対象事業者としない。 

（交付の制限） 

第４条 市長は、交付対象事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、

利子補給金を交付しない。 

(1) 交付対象事業者がマル経融資を資金の使途に従って使用しないとき。 

(2) 交付対象事業者がマル経融資の償還を延滞した場合等で、期限の利益を喪失

したとき。 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、市長が交付することが適当でないと認めたとき。 

（利子補給金の額） 

第５条 利子補給金の額は、毎年１月１日から同年１２月３１日まで（平成２６年度

にあっては、平成２６年４月１日から同年１２月３１日まで）の間に公庫へ支払

ったマル経融資に係る約定利息（マル経融資の額が１，０００万円を超える場合

は、１，０００万円に係る部分に限るものとし、返済遅延により加算された延滞

利息は除く。）に０．５パーセントを乗じ、融資利率で除した額とする。 

２ 前項の規定により算出した額に、１００円未満の端数が生じたときは、当該端数



 

を切り捨てるものとする。 

（利子補給金の交付期間） 

第６条 利子補給金の交付は、次の各号に掲げるマル経融資の種類に応じ、当該各号

に定める期間とする。 

(1) 設備資金 初めて借り受けた日から起算して５年以内 

(2) 運転資金 初めて借り受けた日から起算して３年以内 

（交付の申請及び実績報告） 

第７条 規則第４条第１項の規定による申請及び規則第１０条の規定による実績報

告は、これらの規定にかかわらず、小規模事業者経営改善資金利子補給金交付申

請書兼実績報告書（様式第１号。以下「申請書」という。）により行うものとする。

この場合において、規則第４条第１項第１号及び第２号、同条第２項並びに第１

０条第１号及び第２号に掲げる書類は、省略するものとする。 

２ 前項に規定する申請書は、第５条第１項に規定する公庫に支払った期間に係る

ものについて、当該期間の翌年の２月末までに市長に提出しなければならない。 

３ 規則第４条第１項第３号及び第１０条第３号に規定する書類には、申請を行う

交付対象事業者に係る次に掲げる書類を含めるものとする。 

(1) 公庫が発行した利息支払証明書及び支払済額明細書 

(2) 市税納税証明書 

(3) 設備資金の場合は、そのことが分かる書類の写し 

（交付の決定及び額の確定） 

第８条 規則第５条第３項の規定による交付の決定の通知及び規則第１１条の規定

による額の確定は、これらの規定にかかわらず、小規模事業者経営改善資金利子

補給金交付決定及び交付額確定通知書（様式第２号。以下「確定等通知」という。）

により行うものとする。 

２ 規則第５条第４項の規定により付する条件は、次に掲げるものとする。 

(1) 次のアからウまでのいずれかに該当するときは、交付の決定を取り消し、又

は既に交付した利子補給金の返還を求めること。 

ア 偽りその他不正な手段により利子補給金の交付決定を受け、又は利子補給

金の交付を受けたとき。 

イ 規則又はこの要綱の規定に違反したとき。 

ウ ア及びイに定めるもののほか、市長の指示に従わなかったとき。 

(2) 利子補給金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び関

係書類を利子補給金の交付を受けた年度終了後５年間保存すること。 

(3) 市長が必要があると認めるときは、関係職員に書類等の検査をさせることが

できること。 

（利子補給金の交付） 



 

第９条 前条の規定により確定等通知を受けた者は、規則第１２条第１項の規定に

よる手続を行い、利子補給金の交付を受けるものとする。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年告示第２２号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年３月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第５条第１項の規定は、平成２８年１月１日以後に公庫へ支払ったマ

ル経融資に係る約定利息について適用し、同日前に公庫へ支払ったマル経融資に

係る約定利息については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


